
～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

 議会事務局 総務係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9041 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市議会広報委員会規程基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 議会広報発行事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 戸張　悦男

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

昭和48年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 47歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

議会広報発行事業

款 項

目 細目

議会費議会費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 議会費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

全世帯、全市民

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

議会広報を通じて市議会の活動内容を知ることにより、市政
やまちづくりに興味、関心を持つようになる。

対象年齢

個別計画の位置付け

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

第１節 広聴・広報の充実

(2)広報の充実

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 一部委託 印刷製本(民間)、配布作業(自治会)

90110101 議会広報発行事業

1,556

1,515

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
904101

定例会ごとに議会広報委員会を開催し、会議内容（本会議、
委員会）を掲載した議会広報「議会だより」を業務委託により
印刷発行。自治会を通じて、全世帯に配布するとともに公共
施設にも配布。
また、市ホームページにもPDFデータを掲出。

0

3,108 3,160 3,412 3,011

1,166 1,304 1,516 1,496 192

0

△ 149

1,942

広報事業（政策室）

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

1,896 1,515 △ 342 1,515

0

0.20人 0.20人

1,556

1,942 1,856 1,515

1,856

0.25人 0.24人 0.24人 0.20人

県  補  助  率

△ 0.04人

0

吉川市単独

1,5151,896 1,515 △ 342

3,071 3,071

3,071 3,071

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

74,484 74,771
74,813 75,625

31,434 31,775
全世帯数

73,217

31,416

0

△ 149

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

3,108 3,160 3,412 3,011

31,14730,216 30,668
対
象
指
標

①
市内全世帯

世帯
30,709 31,141

②
全市民

人
73,706

住基人口 72,877 73,014

4
4 4

年間発行回数 4 4 4
活
 

動
 

指
 

標

①
よしかわ議会だより発行回数

回
4 4

②
議会広報委員会開催回数

回
12

③

12 12
12

108,580

12
13 12

2,100 2,100
2,200 2,300

当該年度発行分「議会だより」閲覧回数 1,651 2,723 2,393

114,946
115,562 116,790

（年度当初世帯数×0.9×発行回数）＋（公共施設配布部数×発行回数） 108,259 108,835

年間開催回数

配布部数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

ホームページ（議会だよりコンテンツ）アクセス数
回

2,100

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

部
109,200 114,507

15
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議会費 / 議会費 / 議会費

議会だより発行部数

部 部 部 部

部 部 部 部

部 部 部 部

部 部 部 部

部 部 部 部

12月定例会号 令和2年2月 27,155 25,979 576 600

合　　計 108,580 103,878 2,302 2,400

6月定例会号 令和1年8月 27,109 25,933 576 600

9月定例会号 令和1年11月 27,139 25,963 576 600

発行号 発行月 発行部数
配布等部数合計

世　　帯 公共施設 その他

3月定例会号 令和1年5月 27,177 26,003 574 600

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干減少している

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

同上

令和3年6月23日

100.00% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
・市民を対象に「議会だより」や市のホームページを通じて、市議会の審議内容を伝えることは妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

・現在の情報量を確保するため最低限のコストだが、読みやすさに配慮しつつ、コスト
削減の余地はある。
・情報提供の手段及び受益内容として、受益者負担の余地はない。

・市民に関心を持ってもらえるように、より分かりやすい紙面作りをすることについて
成果向上の余地がある。
・市政に関する重要な事項の決定過程を、市民に広く知らせる手段として上位施策へ
の貢献度は高い。

達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① よしかわ議会だより発行回数

上位施策へ
の貢献度

95.28%
減少している

達成された
99.14%

★★★★★

95.05%

752,700.00 円 776,975.00 円 790,002.50 円

成果
指標

94.46%
配布部数①

若干増加している

101.68%
令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・議会広報委員会で分かりやすく興味がわくような議会だよりについての検討を重ねた結果、令和２年５月発行分（令和２年３月定例会号）より紙
面内容を改新するとともに、タブロイド判からＡ４版に変更した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

・デジタル化や活字離れの影響により「議会だより」を手に取り読む人が
減っている。

・紙による「議会だより」は、ネット環境の無い方やパソコン操作の苦手
な方にも情報提供ができる。

・「議会だより」は幅広い年齢層に対応するため、紙及びホームページ掲載の両方を実施していく。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 吉田　誠

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・議会広報委員会で変更後の議会だよりに対する市民の反応を確認しながら、引き続き分かりやすく興味がわくような紙面づくりを研究していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

よしかわ議会だより発行回数
54.65%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・市民への議会情報の提供は、市議会の責務であり、妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

円
124,365,000 124,365,000

4

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

共済給付費負担金の請求額
円

32,088,000

4 4

30,996,000 29,736,000
28,224,000 28,224,000

市議会共済会からの支払額 32,088,000 30,996,000 29,736,000

125,228,000
125,228,000 125,228,000

議員への支給額 123,796,838 124,418,967

共済給付費負担金支払回数

報酬・期末手当の支給額

4 4
4

122,880,060

4

14
14 14

報酬・期末手当支給回数 14 14 14
活
 

動
 

指
 

標

①
報酬・期末手当支給回数

回
14 14

②
共済給付費負担金支払回数

回
4

③

対
象
指
標

①
議員数

人
20 20

②
議員年金受給者数

人
30

議員退職者・議員遺族 30 31 30

20

0

△ 2,961

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

156,533 156,140 153,353 153,179

2020 20

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

30 31
31 31

20 20
吉川市議会議員数

△ 0.02人

0

吉川市単独

303474 303 △ 161

153,585 153,585

153,585 153,585

0

0

464

0.05人 0.06人 0.06人 0.04人

県  補  助  率

474 303 △ 161 303

0

0.04人 0.04人

153,282

388 464 303

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
904102

・議員報酬及び期末手当の支給に関する事務
・市議会議員共済会への負担金の支払、共済給付金に関す
る事務及び各種報告事務

0

156,533 156,140 153,353 153,179

156,145 155,676 152,879 152,876 △ 2,800

0

△ 2,961

388

個別計画の位置付け

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

90110201 議員報酬支払事務

153,282

90110202 議員共済事務

303

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

吉川市議会議員（現職議員）、議員退職者及びその遺族

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

25 99 被選挙権を有する年齢

報酬及び期末手当、または共済給付金が確実に受給でき
る。

対象年齢

特定不可 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

議会運営事業

款 項

目 細目

議会費議会費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 議会費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9041 02

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 議員報酬・議員共済事務
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 戸張　悦男

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

 議会事務局 総務係
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議会費 / 議会費 / 議会費

議員報酬及び期末手当額

円 人 円 円 円

円 人 円 円 円

円 人 円 円 円

円 人 円 円 円

人 円 円 円

議　員 353,000 14 59,304,000 24,865,320 84,169,320

合　　計 20 86,364,000 36,516,060 122,880,060

副議長 376,000 1 4,512,000 2,007,840 6,519,840

委員長 362,000 4 17,376,000 7,341,360 24,717,360

役職名等 報酬単価（月額） 人数 報酬年額 期末手当年額 年額合計

議　長 431,000 1 5,172,000 2,301,540 7,473,540

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

　　  あり　     　 なし

（減少目標指標）

（減少目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

共済給付費負担金支払回数
99.38%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・今後も法令に基づき適正に支給を行う必要があり妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 吉田　誠

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・市町村合併により全国的に市が多くなったことや議員定数の削減による掛金・負担金の減少等により、市議会議員共済会の財政状況が悪化
し、議員共済年金制度が平成23年6月に廃止になった。今後は公費負担による給付が継続するため、事業費の大幅な負担増となっているが、法
令に基づいた支給事務であることから改善は見込めない。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

報酬・期末手当の支給額①

ほぼ変動していない

99.75%
令和元年度

★★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・平成20年2月の市議会議員改選時に、議員定数を26人から20人に削減した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

・議員の成り手不足の解消、及び多様な人材の議会参画を促すなど議
員報酬を上げた場合コストは上がる。

・議員定数の減や議員報酬額減額改正がされた場合、コストは下がる。

・議員報酬は議員の質、及び成り手不足にも影響するため、国等関係機関の動きを注視し、適正な額を支給していく必要がある。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

・法令に基づいた支給事務であるため、コスト改善の余地及び受給者負担の適正化
の余地はない。

・法令に基づいた支給事務であるため、成果向上の余地及び上位施策への貢献度は
ない。

達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 報酬・期末手当支給回数

上位施策へ
の貢献度

98.10%
ほぼ変動していない

達成された
100.46%

★★★★★

99.96%

38,294,755.00 円 39,133,284.50 円 39,035,039.25 円

成果
指標

101.87%

100.00% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
・法令に基づき、対象者に適正な手段で支給するものであり妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

同上

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干減少している

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

 議会事務局 総務係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9041 03

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 地方自治法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 議会渉外・活動事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 戸張　悦男

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

特定不可 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

議会渉外・活動事業

款 項

目 細目

議会費議会費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 議会費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

吉川市議会議長、吉川市議会議員、他の自治体の議会議員

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

25 99 被選挙権を有する年齢

・行事、催事等への参加を円滑に行うことができる。
・他自治体等への行政視察の実施により、有益な情報や参
考事例を収集することができる。

対象年齢

個別計画の位置付け

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

90110301 議長予定調整及び管理

2,174

90110302 委員会行政視察調整

379

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
904103

・議長のスケジュール調整及び管理
・委員会の行政視察の調整
・他の自治体からの行政視察の受け入れ

0

3,327 2,827 2,845 607

998 816 791 228 △ 587

0

△ 2,220

2,330

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

2,054 379 △ 1,632 379

0

0.05人 0.05人

2,174

2,330 2,011 379

2,011

0.30人 0.26人 0.26人 0.05人

県  補  助  率

△ 0.21人

0

吉川市単独

3792,054 379 △ 1,632

2,553 2,553

2,553 2,553

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

20 20
吉川市議会議員数

20

0

△ 2,220

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

3,327 2,827 2,845 607

2020 20
対
象
指
標

①
議員数

人
20 20

②

7
7 7

行政視察のため来庁した自治体議会の数 12 12 1
活
 

動
 

指
 

標

①
行政視察受入件数

団体
7 7

②
行政視察実施件数

件
3

③

3 3
3

45

3
3 0

150
150 150

議長が各種団体の行事等に参加した日数 159 121

他の自治体等への常任委員会等の行政視察実施件数

行事参加日数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

日
150 150

3
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議会費 / 議会費 / 議会費

行政視察受入

年 月 日

※令和2年度は、コロナ禍による自粛の影響で激減となった。

★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度が低い

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

同上

令和3年6月23日

171.43% 171.43%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
・各団体の行事への出席及び行政視察の受入等は、自治体間の交流を深め、互いに情報交換が出来るため妥当で
ある。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

14.29%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

・各団体の行事等に参加する会費等については、目的や内容を精査していくことによ
り、コスト改善の余地がある。

・今年度はコロナ禍により参考外だが、行政視察の受入は近年増加傾向にあるため、
成果向上の余地がある。
・行事等への議長の出席要請については、活動目的や用務内容の精査が必要な場
合がある。

達成度がかなり低い

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 行政視察受入件数

上位施策へ
の貢献度

257.71%
減少している

達成された
106.00%

★★★★★

80.67%

607,082.00 円 277,289.42 円 235,568.67 円

成果
指標

30.00%
行事参加日数①

減少している
84.95%

令和元年度

★★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・平成17年度に議長交際費基準を見直し、基準額等を明確にした。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

・行事及び視察研修等の回数が減少し、他自治体との交流機会を失え
ば、議員の知見及び経験値が向上しない。

・リモート会議などのＩＣＴ化が進めば、事業費の削減、事務作業の時
短、遠方自治体との交流など様々な利点がある。

・他自治体との交流は、円滑な議会運営に資するため、積極的に渉外活動を実施していく。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 吉田　誠

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・議長への各団体からの会議や懇親会等への出席依頼については、目的、内容及び必要性等を精査していくことが課題であり、関係部署と調
整を行い改善していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/団体

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

行政視察受入件数
56.83%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・議員が知見を得るために必要な事業であり妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

実　施　日 自治体名等 視 察 内 容

令和 3 1 26 　　　　　　　三郷市議会 　適応指導教室「宇宙（そら）」について

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

 議会事務局 総務係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9041 04

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市議会政務活動費の交付に関する条例基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 政務活動費交付事務
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 戸張　悦男

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成13年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 19歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

政務活動費交付事務

款 項

目 細目

議会費議会費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 議会費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

吉川市議会議員により結成された会派（所属議員が一人の
場合を含む）

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

25 99 被選挙権を有する年齢

会派の議員の調査研究及びその他の活動（陳情活動等のた
めの旅費、会派単位で行う会議費用に関する経費等）を活発
に行う。

対象年齢

個別計画の位置付け

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

90110401 政務活動費交付事務

4,800

151

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
904104

各会派に所属議員の人数に月額20,000円を乗じた額を半期
ごとに交付する。

0

4,279 3,618 5,195 4,211

4,046 3,231 4,800 4,060 829

0

594

233

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

395 151 △ 235 151

0

0.02人 0.02人

4,800

233 387 151

387

0.03人 0.05人 0.05人 0.02人

県  補  助  率

△ 0.03人

0

吉川市単独

151395 151 △ 235

4,951 4,951

4,951 4,951

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

7 7
吉川市議会の会派数（所属議員が一人の場合も含む）

5

0

594

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

4,279 3,618 5,195 4,211

75 5
対
象
指
標

①
会派数

会派
5 5

②

5
7 7

政務活動費を交付した会派数 5 5 6
活
 

動
 

指
 

標

①
政務活動費を交付した会派数

会派
5 5

②
政務活動費を交付した会派の議員数

人
20

③

20 20
20

4,060,010

20
20 19

100 100
100 100

各会派が支出した政務活動費の合計額／交付額×100 85 67 89

4,800,000
4,800,000 4,800,000

各会派が支出した政務活動費の合計額 4,045,540 3,230,960

政務活動費を交付した会派の議員数

政務活動費交付額

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

政務活動費執行率
%

100

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

円
4,760,000 4,800,000

20
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議会費 / 議会費 / 議会費

政務活動費交付金額

人 円 円 円 円

人 円 円 円 円

人 円 円 円 円

人 円 円 円 円

人 円 円 円 円

人 円 円 円 円

人 円 円 円 円

※１人（無所属）は、交付申請をしていない。

無所属 1 240,000 1 235,434 4,567

合　　計 19 4,560,000 3 4,060,013 499,990

公明党吉川市議団 3 720,000 0 575,013 144,987

未来会議よしかわ 3 720,000 0 501,567 218,433

市民の会・無所属 4 960,000 2 951,246 8,756

日本共産党吉川市議員団 3 720,000 0 717,291 2,709

会　派　名 人数 交付額 諸収入(預金利子) 支出額 不用額

自由民主党吉川市議員団 5 1,200,000 0 1,079,462 120,538

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干減少している

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

同上

令和3年6月23日

100.00% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
・地方自治法及び条例に定められたものであり妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

120.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

・直接事業費は政務活動費の支給金額のみで、コストについては最低限の人件費で
あるため改善の余地はない。

・使途基準をさらに明確にすることにより、成果向上の余地がある。

達成された

達成度がやや低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 政務活動費を交付した会派数

上位施策へ
の貢献度

97.01%
若干減少している

達成された
84.99%

★★★★★

67.31%

701,915.00 円 855,704.00 円 723,542.00 円

成果
指標

84.58%
政務活動費交付額①

減少している
84.56%

令和元年度

★★★★ ★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・平成21年6月に各会派の代表者による議会政務調査費検討協議会を設置し、使途基準を策定するとともに、内部監査を実施して議会において
報告することとした。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

・政務活動費交付額を減らすことは、議員の活動範囲を狭ばめ、知見、
経験値を高める機会を損なう。

・リモートにより行政視察や会議を行えば、旅費等の支出が減るため活
動機会を増やすことが出来る。

・議会の検査権の行使のため、議員は政務活動交付金により知見を高める必要がある。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 吉田　誠

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・適正で有益な議員活動のために、今後、使途基準をさらに明確にするとともに内部監査を厳格に実施していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/会派

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

政務活動費を交付した会派数
94.85%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・法令等に基づき今後も適切に実施していく。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

回
28 28

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

議員控室
部屋

5 5 6
6 6

議員控室 5 6 6

28
28 28

定例会、臨時会等で議場において会議を行った回数 27 26

議場使用回数

28

5
5 5

議会に関する研修会に参加した回数 - 5 0
活
 

動
 

指
 

標

①
研修会参加回数

回
- 5

②

③

対
象
指
標

①
市議会議員定数

人
20 20

②
議会事務局職員数

人
5

局長を含む議会事務局職員数 5 5 5

20

0

3,995

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

12,502 12,466 12,612 16,461

2020 20

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

5 5
5 5

20 20
市議会議員実人数

0.58人

0

吉川市単独

16,20812,322 16,208 4,142

16,405 16,405

16,405 16,405

0

0

12,067

1.58人 1.56人 1.56人 2.14人

県  補  助  率

12,322 16,208 4,142 16,208

0

2.14人 2.14人

197

12,270 12,067 16,208

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
904105

・議員の表彰事務に関する手続きを行う。
・議員控室、議会図書室等の諸室の設備・空調等を適宜確認
し、適正な管理に努める。

0

12,502 12,466 12,612 16,461

232 400 290 253 △ 147

0

3,995

12,270

個別計画の位置付け

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

90110501 議会表彰事務

197

16,208

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

吉川市議会議員、議会事務局職員、議員控室、議会図書室
等

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

18 99 18歳以上

・議会事務局の事務運営を円滑に行うことができる。
・議員控室、議会図書室等の諸室を適正に管理できる。

対象年齢

特定不可 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

議会運営事業

款 項

目 細目

議会費議会費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 議会費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9041 05

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市議会事務局設置条例基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 議会事務局運営事務
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 戸張　悦男

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

 議会事務局 総務係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



議会費 / 議会費 / 議会費

●令和2年度は、新型コロナウイルス感染症対策により、すべての研修会が中止となり0件である。

【参考】令和元年度参加した研修会

名

名

名

名

名令和2年1月16日 埼玉県東南部正副議長会 各市町議会における課題・懸案事項等について 1

研　修　日 主　催　者 内　　　　　　容

令和元年7月5日 市議会議員共済会 地方議会議員の年金制度及び事務手続きについて 1

令和元年8月6日 埼玉県市議会議長会 議会運営、議会事務をめぐる課題実例について 1

出席者

令和元年11月15日 関東市議会議長会 地方議員に求められる役割と議会活動の現状と課題について 1

令和2年1月10日 埼玉県市議会議長会第4区議長会 議会広報誌の作成について 1

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

研修会参加回数

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・今後も、議会事務局設置条例及び処務規定に基づき、議会運営事務を行う。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 吉田　誠

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・議会ＩＣＴ化に向け、議会活性化特別委員会で調査研究を進めていく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

議場使用回数①

評価不可

令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・調査照会においてWeb回答やEメールを使用することによる処理時間を短縮。
・議会図書室の蔵書整理やインターネット環境の整備により議員活動における情報収集力の向上。
・議員への通知やデータの受渡しをEメールにより実施。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

・研修会の参加数を減らせば、参加費用は減らせるが議会運営に係る
貴重な知識を得る機会を失う。

・議会ＩＣＴ化により、効率の良い議会運営が出来れば、様々な経費や
時間の削減につながる。

・議会運営を円滑に行うために不可欠な事業である。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

・主なコストは人件費が占めており、コスト削減の余地はない。

・議会事務運営を円滑に行うための事業であるため、指標の設定は難しく成果向上の
余地等の判断はしがたい。

達成度がかなり低い

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 研修会参加回数

上位施策へ
の貢献度

評価不可

96.43% 92.86%

2,493,232.60 円

成果
指標

100.00%

評価不可 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
・議会事務局の事務運営を円滑に行うものであり妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

0%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

同上

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 評価不可

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
100 100

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

100
100 100

議長会参加日数／各議長会からの会議等出席依頼 100 94

議長会の会議等出席依頼に対して、出席した割合

100

25
25 25

各議長会が実施する事業への参加日数 24 16 1
活
 

動
 

指
 

標

①
議長会参加日数

日
25 25

②

③

対
象
指
標

①
議長会数

団体
5 5

②

5

0

△ 3,487

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

7,451 4,345 4,493 858

55 5

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

5 5
吉川市議会議長が所属している議長会の数

△ 0.43人

0

吉川市単独

1513,555 151 △ 3,329

951 951

951 951

0

0

3,481

0.83人 0.45人 0.45人 0.02人

県  補  助  率

3,555 151 △ 3,329 151

0

86

0.02人 0.02人

800

6,446 3,481 151

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
904106

議長会に関する各種事務や調査、負担金の支払、各事業(研
修会等)への参加

0

82 128 60

7,451 4,345 4,493 858

919 783 810 647 △ 136

△ 22

△ 3,487

6,446

個別計画の位置付け

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

800

151

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

吉川市議会議長及び他市町議会議長で構成する各団体（各
議長会）

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

25 99 被選挙権を有する年齢

・議長会の活動を通じて各自治体間の情報交換が図られる。
・議長会の事業が円滑に実施される

対象年齢

特定不可 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

議会運営事業

款 項

目 細目

議会費議会費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 議会費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9041 06

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 議長会事務
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 戸張　悦男

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

 議会事務局 総務係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



議会費 / 議会費 / 議会費

議長会参加状況等

円 件 件 日

円 件 件 日

円 件 件 日

円 件 件 日

円 件 件 日

円 件 件 日

円 件 件 日

各種研修会負担金 0 0 0 0 　　　　　　　　　　　　〃

合　　計 647,000 1 1 1 （各議長会が主催する研修等参加負担金0円）

埼玉県第4区議長会 40,000 0 0 0 　　　　　　　　　　　　〃

東南部正副議長会 20,000 1 1 1 　　　　　　　　　　　　〃

関東市議会議長会 30,000 0 0 0 　　　　　　　　　　　　〃

埼玉県市議会議長会 136,000 0 0 0 　　　　　　　　　　　　〃

名　　称 負担金額 出席依頼 出席件数 出席日数 備　　考

全国市議会議長会 421,000 0 0 0 新型コロナウイルス感染症対策により中止

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/日

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

議長会参加日数
244.49%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・議長会の事業は、円滑な議会運営に寄与するものである。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 吉田　誠

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・議長会の事業を通じて、引き続き他自治体との交流、情報交換を進める。
・各議長会の会議において、事業内容や実施方法の見直し及び効率的な運営を提案していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

議長会の会議等出席依頼に対して、出席し
た割合

①

減少している
87.48%

令和元年度

★★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・各議長会の会議において事業内容や実施方法の見直しが行われている。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

・会議がすべてリモートにより実施された場合、直接対話が出来ないた
めコミュニケーションが不足し、得られる情報が減少する。

・高度な専門知識を有する講師の研修会が増えれば、職員の知識が向
上し議会運営が円滑になる。

・議長会の事業は、他自治体と情報交換等を行う貴重な場となっている。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

・事業への参加については、活動目的や用務内容を精査することによってコスト改善
の余地はある。
・各議長会において、負担金の見直しの協議が行われている。
・役員市になる年度は、職員の事務負担及び費用が大幅に増えコストが上がる。

・今年度はコロナ禍により大半の事業が中止されたが、近年、事業への参加要請は
増　加傾向にあり、引き続き活動目的や用務内容を精査しながら参加対応をしてい
く。
・指標の設定は難しく、成果向上の余地等の判断はしがたい。

達成度がかなり低い

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 議長会参加日数

上位施策へ
の貢献度

316.10%
増加している

概ね達成された

100.00%

★★★★

94.10%

858,480.00 円 310,450.25 円 271,585.00 円

成果
指標

100.00%

96.00% 64.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
・議長会の事業へ参加することにより、他自治体との情報交換が図られることから妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

4.00%
★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成度がやや低い

他の事業に統合 　廃止・休止

同上

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
550 550

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

議員からの苦情件数
件

0 0 0
0 0

議員からの苦情件数 0 0 0

610
610 610

傍聴した市民の延べ人数 663 555

議会傍聴者人数

116

100
100 100

議決（可決）件数／市長提出議案数 100 95 100
活
 

動
 

指
 

標

①
議決率

件
100 100

②

③

対
象
指
標

①
本会議、常任委員会、議会運営委員会等開催数

日
50 60

②

60

0

△ 156

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

11,759 14,668 14,877 14,512

6259 60

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

60 60
本会議、常任委員会、議会運営委員会等を開催した日数

0.03人

0

吉川市単独

14,01214,376 14,012 △ 66

14,507 14,507

14,507 14,507

0

0

14,078

1.49人 1.82人 1.82人 1.85人

県  補  助  率

14,376 14,012 △ 66 14,012

0

1.85人 1.85人

495

11,571 14,078 14,012

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
904201

・年4回(3･6･9･12月)の定例会及び必要に応じて開催される
臨時会において円滑な議事運営を行う。
・議場、委員会室の設備点検を適宜実施する。

0

11,759 14,668 14,877 14,512

187 590 501 500 △ 90

0

△ 156

11,571

個別計画の位置付け

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

90120105 市議会の開催

495

90120106 臨時会の開催

14,012

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

議長、委員長（本会議、委員会の議事運営を進行する議員）

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

25 99 被選挙権を有する年齢

法令等に基づき、適切で円滑な議会運営を行う。

対象年齢

特定不可 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

議会運営事業

款 項

目 細目

議会費議会費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 議会費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9042 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 地方自治法、吉川市議会会議規則・委員会条例、・議会先例基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 本会議・委員会運営事務
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 戸張　悦男

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

 議会事務局 議事調査係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



議会費 / 議会費 / 議会費

１　本会議開催状況

日

日

２　議案の種類別件数

件 件 件 件 件 件 件 件

３　常任委員会等開催状況

日 日 日 日 日

件 件 件 件 件

件 件 件 件 件

議案審査件数 16 27 10

請願件数

委員会名 総務水道 文教福祉 建設生活 議会運営 議会活性化

会議日数 6 6 6 10 6

議員提出

条例・規則等 意見書

25 31 8 5 12 14 1 13

定例会 年4回（6月、9月、12月、3月） 24

臨時会 4月、5月、7月、2月 4

条例 予算 決算 専決処分 契約 その他

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

議決率
75.07%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・今後も法令等に基づき、適正に実施していく必要がある。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 吉田　誠

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・今後も引き続き、円滑な議会運営について適宜協議し、対応していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

議会傍聴者人数①

増加している
131.22%

令和元年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・本会議及び委員会の運営における意見や提案については、適宜協議して対応している。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

・会議内容がわかり辛く傍聴者数が減少すれば、議会への関心、行政
への理解が低下する。

・ネット配信による傍聴が浸透すれば、手軽さ、利便性により視聴者も
増え、議会への関心、行政への理解が高まる。

・議会への関心が高まり傍聴したい人が増えるよう、分かり易い議会情報を発信していく。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

・直接事業費は議場の会議運営システムのメンテナンス費用となっている。コストにつ
いては人件費であり、議会運営委員会で協議する会期日程や議事運営の進行状況
等により変動するため、市が主体となったコスト削減の余地は見込めない。

・より円滑で適正な議会運営（審議・議決）を行うため、会議における根拠法令や議会
先例を確認しながら事業を実施するが、指標の設定は難しく成果向上の余地等の判
断はしがたい。

達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 議決率

上位施策へ
の貢献度

94.05%
減少している

達成された
120.55%

★★★★★

100.91%

145,117.04 円 117,587.20 円 154,302.34 円

成果
指標

19.02%

100.00% 95.06%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
・地方自治法及び条例・規則に基づき、円滑で適正な議会運営を行うものであるため妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

同上

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干減少している

達成度がかなり低い

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved



～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

 議会事務局 議事調査係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9042 02

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 地方自治法、吉川市議会会議規則基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 会議録調製管理事務
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 戸張　悦男

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

昭和43年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 52歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

議会運営事業

款 項

目 細目

議会費議会費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 議会費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

吉川市民、吉川市議会議員、吉川市職員

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

本会議･委員会の審議経過及び結果について、会議録により
広く市民が知りうることができるようにする。また、過去の審
議過程を知りうることにより、市職員はより適切な施策策定や
議案作成が行え、議員も適切な議論が行えるようにする。

対象年齢

個別計画の位置付け

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

90120201 市議会会議録の作成

5,526

1,969

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
904202

・本会議及び常任委員会の会議内容を電磁的記録媒体に保
存し、委託業者の反訳作業により会議録を作成し印刷製本
する。
・会議録は、市立図書館及び議会図書室に配架するととも
に、市議会議員に配付する。

0

6,528 6,931 6,834 5,742

4,431 4,610 4,464 3,773 △ 837

0

△ 1,188

2,097

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

2,370 1,969 △ 351 1,969

0

0.26人 0.26人

5,526

2,097 2,321 1,969

2,321

0.27人 0.30人 0.30人 0.26人

県  補  助  率

△ 0.04人

0

吉川市単独

1,9692,370 1,969 △ 351

7,495 7,495

7,495 7,495

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

74,484 74,771
74,813 75,625

20 20
本会議及び委員会に出席した議員数

73,217

20

0

△ 1,188

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

6,528 6,931 6,834 5,742

2020 20
対
象
指
標

①
議員数

人
20 20

②
全市民

人
73,706

住基人口 72,877 73,014

1,800
1,800 1,800

会議録ページ数 1,999 1,839 1,761
活
 

動
 

指
 

標

①
本会議及び委員会の情報量

頁
1,800 1,800

②
会議録の作成部数

冊
260

55 55
本会議及び委員会の延べ開催日数 59 60 62

③

270 270
270

28

270
300 360

35
35 35

会議録総ページ数／本会議及び委員会の延べ開催日数 34 31

会議録を作成した本会議及び委員会の開催日数
日

52 55 55

配付・閲覧用の会議録作成部数

１日あたりの情報量

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

頁
35 35

240
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議会費 / 議会費 / 議会費

会議録印刷製本ページ数

※ ・臨時会は4日開催した。

　　・6月の一般質問は書面で行われた。

　　・議会活性化特別委員会は本会議の冊子に綴られている。

委員会 51 243 58 214 － 566

ページ数 6月定例会 9月定例会 12月定例会 3月定例会 臨時会 合　計

本会議 94 330 248 371 152 1,195

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

同上

令和3年6月23日

111.06% 102.17%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
・地方自治法及び市議会会議規則に基づく事業であり妥当である。
・会議録作成における音声反訳作業は委託しており、事務の適正化が図られている。
・会議録の提供を通じて、市民に広く議会の審議内容の情報提供を行うものである。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

97.83%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

・直接事業費は指名競争入札により落札した委託業者への委託料が主となっている
が、資料や音声データの受渡し方法や仕様の変更等によってはコスト改善の余地は
ある。
・受益者負担を求めるものではない。

・会議録作成は法に基づく業務であり、製本した会議録は図書館等に配架して閲覧に
供する等の情報提供に努めている。また、市政に対する関心と理解を高めるものとし
て位置づけられており、成果向上の余地はない。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 本会議及び委員会の情報量

上位施策へ
の貢献度

86.52%
減少している

達成された
97.14%

★★★★★

88.57%

3,260.90 円 3,265.75 円 3,768.75 円

成果
指標

80.00%
１日あたりの情報量①

増加している
115.40%

令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・市ホームページに本会議の会議録を掲載して、広く閲覧の機会を提供している。
・令和３年３月より、書面による一般質問についても、調整のうえ市ホームページに掲載することとした。（令和２年３月及び６月定例会が該当）

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

・社会情勢に伴い議案数が増えれば、議員の質疑・質問も増加し、会議
録調製コストが上がる。

・要点が整った質疑・質問は、会議録調製コストが下がるとともに、読み
易くなるため市民の行政理解も高まる。

・今後も法令等に基づき、会議録を調製、保存していく。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 吉田　誠

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・会議録の内容に誤記等がないよう精度を高める必要があるため、校正時においては複数人で確認を行い、より正確な会議録の作成に努める
ていく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/頁

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

本会議及び委員会の情報量
86.84%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・議会の情報提供の一手段として有効であり、今後も法令等に基づき実施していく。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
8.5 8.5

24

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

28 36

8.5
8.5 8.5

資料請求件数／市議会議員数 7.7 7.4

他の自治体からの調査照会件数

議員一人あたりの資料請求件数

30 30
30

10.0

30

170
170 170

資料請求を依頼した延べ件数 153 147 200
活
 

動
 

指
 

標

①
資料請求を依頼した件数

件
170 170

②
調査照会件数

件
30

③

対
象
指
標

①
議員数

人
20 20

②

20

0

145

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

311 309 316 454

2020 20

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

20 20
吉川市議会議員数

0.02人

0

吉川市単独

454316 454 145

454 454

454 454

0

0

309

0.04人 0.04人 0.04人 0.06人

県  補  助  率

316 454 145 454

0

0.06人 0.06人

0

311 309 454

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
904203

・他自治体から調査があった場合、議会に関するもの以外は
各担当部署に照会を行い回答する。
・議員からの請求のあった調査の実施及び資料の収集を行
う。

0

311 309 316 454

0 0 0 0 0

0

145

311

個別計画の位置付け

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

90120301 調査照会対応

0

454

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

吉川市議会議員、他自治体

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

25 99 被選挙権を有する年齢

・議員が必要としている情報を得ることができる。
・他自治体からの照会に的確な回答を行う。

対象年齢

特定不可 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 -

予
算
科
目

会計区分

款 項

目 細目
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9042 03

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 地方自治法、吉川市議会会議規則基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 議会調査事務
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 戸張　悦男

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

 議会事務局 議事調査係
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会派別資料請求件数

件

件

件

件

件

件合　計 200

会派名 件数

　自由民主党吉川市議員団 3

　公明党吉川市議団 3

　日本共産党吉川市議員団 172

　市民の会・無所属 22

　未来会議よしかわ 0

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

資料請求を依頼した件数
101.97%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・今後も議員の議会活動に必要な業務であり実施していく。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 吉田　誠

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・提供された資料が議会の質疑や質問等で活用されることは、会議の質を高め、市民の行政に対する理解向上に繫がる。
・今後も資料請求は正規の手続で行うことを議員に周知するとともに、更に良い資料収集の方法を検討していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

議員一人あたりの資料請求件数①

若干増加している

103.67%
令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・資料請求方法については、議会運営委員会で統一したルールを定めたことにより事務の効率化が図られた。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

・調査項目が重複したり不明瞭なものについては、作成時間が増えコス
トが上がる。

・調査及び資料請求件数が増えれば、議員の知識が高まり、議論が深
まる。

・調査及び資料請求は必要な情報を得るための重要な手段であり、議員活動に不可欠である。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

・コストについては調査に伴う人件費であり、改善の余地はない。また、資料請求や調
査件数は議案数や議会運営にかかる状況によって変動するものと考える。
・議会調査事務は議会活動であり、市の行政全般に係ることであるため負担を求める
余地はない。

・調査活動は、市民ニーズの多様化、社会環境の変化に伴い今後も増加傾向にある
が、指標の設定は難しく、成果向上等の判断はしがたい。

達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 資料請求を依頼した件数

上位施策へ
の貢献度

107.96%
若干増加している

概ね達成された

90.59%

★★★★

87.06%

2,272.20 円 2,030.33 円 2,104.76 円

成果
指標

117.65%

90.00% 86.47%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
・議会事務局を通じて執行部や他自治体等に調査や資料請求を行うことは、議員活動の支援として、また円滑な議
会運営にも効果的な事務であり妥当である。
・議員が質疑・質問のために必要な情報を得ることは、適切な審議(審査）や検査権の行使のため妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

117.65%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

同上

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

 議会事務局 議事調査係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 9042 04

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 地方自治法、吉川市情報公開条例基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 議会情報提供事業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 戸張　悦男

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成18年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 14歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

議会運営事業

款 項

目 細目

議会費議会費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 議会費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

吉川市民、吉川市議会議員、吉川市職員、他自治体等

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

市議会の活動を適切かつ積極的に公開することにより、議会
に対しての理解や関心を得られる。

対象年齢

個別計画の位置付け

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

第２節 情報公開の推進

(2)積極的な情報の提供

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

396

227

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
904204

定例会及び臨時会の開催状況や会議結果を市ホームページ
に掲載することや、会議録を検索システムでデータ化して市
ホームページ上で公開し、閲覧できるようにする。
また、議会中継や蓄積映像の配信を通じて、傍聴に来れない
市民にも議会運営の様子を見ることができるようにする。

0

777 702 712 623

389 393 396 396 3

0

△ 79

388

議会広報発行事業、会議録調製管理事務

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

316 227 △ 82 227

0

0.03人 0.03人

396

388 309 227

309

0.05人 0.04人 0.04人 0.03人

県  補  助  率

△ 0.01人

0

吉川市単独

227316 227 △ 82

623 623

623 623

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

417 415
419 424

73,514 73,756
住基人口

417

74,771

0

△ 79

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

777 702 712 623

73,21772,877 73,014
対
象
指
標

①
全市民

人
73,706 74,484

②
全職員

人
424

全職員数 415 414

11,490
11,490 11,490

会議録検索システムホームページ延べ閲覧数 3,929 19,053 10,487
活
 

動
 

指
 

標

①
会議録検索システムホームページ閲覧数

回
4,800 4,800

②
議会インターネット中継視聴者数

人
2,200

③

2,200 3,020
3,020

29,771

3,020
2,828 3,099

550 610
610 610

傍聴者の延べ人数 663 558 116

33,200
33,200 33,200

市議会ホームページアクセス延べ回数 27,756 38,642

議会インターネット中継視聴者延べ人数

市議会ホームページアクセス数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

傍聴者の人数
人

550

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

回
19,000 19,000

3,219
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議会費 / 議会費 / 議会費

・定例会日程表を市ホームページに掲示している。

・インターネット中継システム（録画配信システムを含む）が正常に稼働しているか、システム管理者として適宜ログインしアクセスログを収集して点検。

　異常がある場合は、システム運営業者に連絡し対応してもらっている。

・議会運営委員会終了後に定例会日程と議案等を公共施設に掲示し、定例会本会議についてインターネット中継で視聴できることを周知している。

・定例会の会期終了後に議決処理結果等を公共施設に掲示し、定例会本会議について録画配信していることを周知している。

・会議録検索システムが正常に稼働しているかシステム管理者として適宜ログインしアクセスログを収集して点検。異常がある場合は、システム運営業者に

　連絡し対応してもらっている。

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

同上

令和3年6月23日

81.85% 396.94%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
・各公共施設への会期日程や議案等の掲示のほか、市民等に幅広く情報を提供するためインターネットを活用した
事業を行っており妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

91.27%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

・コストについては、情報提供に必要な費用と人件費のみで実施している事業であり、
コスト改善の余地はない。
・市が情報提供を行う事業であり、受益者負担の余地はない。

・市議会情報の提供を通じて、市政に対する興味や関心の高まりが期待でき、それに
伴って議会インターネット中継や録画配信及び市議会ホームページへのアクセス数も
増加することが考えられるが、成果向上の判断はしがたい。

概ね達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 会議録検索システムホームページ閲覧数

上位施策へ
の貢献度

161.20%
減少している

概ね達成された

146.08%

★★★★

203.38%

59.43 円 197.79 円 36.87 円

成果
指標

89.67%
市議会ホームページアクセス数①

減少している
18.64%

令和元年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

・新庁舎移転に伴い、会議運営システムと議会中継システムが導入されたため、傍聴者やインターネット視聴者にも鮮明な画質・音声・分かりや
すい議事進行の内容で情報提供がされている。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

・パソコンや携帯などの設備及び機器の知識がない方はネットでの傍聴
が出来ない。

・常任委員会をリモート会議で行うことが可能となった場合、本会議と同
様に来庁せずに傍聴出来る。

・市民に議会情報を提供することは、議会の関心及び行政の理解を高める、最も重要な事業である。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 吉田　誠

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・議会への関心がさらに高まるよう、分かり易い最新の議会情報を提供していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

会議録検索システムホームページ閲覧数
66.02%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・今後も議会の関心及び行政の理解を高めるため、様々な媒体を通して情報提供を行っていく。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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